福岡インターナショナルトレーニングセンター整備事業
基本・実施設計業務委託公募型プロポーザル
（様式２）
参加表明書
令和　　年　　月　　日
　福岡県知事　殿

所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　
事業者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　
（連絡責任者）
所属　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
ﾌｧｸｼﾐﾘ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
電子メール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　下記業務委託に係る公募型プロポーザルへの参加について、提出書類を添えて申し込みます。なお、参加資格を全て満たしていること及び提出書類の記載事項について事実と相違しないことを誓約します。

記

[bookmark: _Hlk232537516][bookmark: _Hlk232537473][bookmark: _Hlk232537529]業務名　　福岡インターナショナルトレーニングセンター整備事業基本・実施設計業務委託

提出書類
	· 参加表明書（様式２）※本状

	· 共同企業体結成届（様式３）※ＪＶのみ

	· プロポーザル参加資格に関する誓約書（様式４）

	· 会社概要（様式５）

	· 業務実績調書（様式６）

	· 業務実績調書の添付書類

	· 業務・実務主任技術者の経歴等調書（様式７）

	· 業務・実務主任技術者の経歴等調書の添付書類





（様式３）
共同企業体結成届
令和　　年　　月　　日
　　福岡県知事　殿


　　　　　

下記の　　　　者により、共同企業体を結成したので届出いたします。

[bookmark: _Hlk232537554]業務名：福岡インターナショナルトレーニングセンター整備事業基本・実施設計業務委託
共同企業体名：
共同企業体代表者：所　在　地
事業者名
代表者職・氏名　
　　　
　（連絡責任者）
所属　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

構成員
	会社名
	所在地
	代表者職・氏名
	連絡担当者

	
	
	
	部署・氏名
電話番号
電子メール

	
	
	
	部署・氏名
電話番号
電子メール

	
	
	
	部署・氏名
電話番号
電子メール


適宜、表を削除して作成してください。


（様式４）
プロポーザル参加資格に関する誓約書

福岡インターナショナルトレーニングセンター整備事業基本・実施設計業務委託公募型プロポーザル実施要領に定める下記（１）から（７）の参加資格要件をすべて満たしています。虚偽の事項があった場合は、いかなる措置を受けても異議を申し立てません。なお、この書類提出後に、いずれかの条件を満たさなくなった場合は、速やかに届け出ます。


記


（１）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４（一般競争入札の参加者の資格）の規定に該当する者でないこと。
（２）「福岡県物品購入等に係る物品業者の指名停止等措置要綱」に基づく指名停止期間中でない者。
（３）「福岡県建設工事に係る建設業者の指名停止等措置要綱」に基づく指名停止期間中でない者。
（４）福岡県暴力団排除条例（平成２１年福岡県条例第５９号）に定める暴力団員又は暴力団もしくは暴力団員と密接な関係を有する者でないこと。
（５）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の規定による更生手続開始の申立てが行われた者、民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の規定による再生手続開始の申立てが行われた者、破産法（平成１６年法律第７５号）の規定による破産手続開始の申し立てが行われた者のいずれにも該当しないこと。
（６）国税及び地方税を滞納していないこと。
（７）監督官庁より、業務停止処分又は業の免許もしくは登録の取消処分を受けていないこと。



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　上記のとおり相違ないことを誓約します。

令和　　年　　月　　日

所在地　　
事業者名　　
代表者職・氏名　　


（様式５）
会社概要
	商号又は名称
	

	代表者職・氏名
	

	本社所在地
	

	設立年
	

	資本金
	

	主な事業
	

	従業員数
	（令和８年４月１日現在）　　　　　　　名

	
本業務の担当予定部署

	本社又は支社等の
所在地
	

	代表者職・氏名
	

	連絡担当者
	担当部署：
職・氏名：
所在地：
電話・FAX：
電子ﾒｰﾙ：

	従業員数
	（令和８年４月１日現在）　　　　　　名


適宜、枠の大きさは調整可。但し、A4サイズ１枚に収めること。


（様式６）
業務実績調書

会社名　　　　　　　　　　　　　

実施要領５（12）に該当する業務実績
	業務名
	

	発注機関
	

	契約金額
	

	履行期間
	年　　月　　日　から　　年　　月　　日

	受注形態
	□単独　　　□ＪＶ、共同企業体（出資比率　　　％）

	業務内容
	【構造・規模】
　　造　　地下　階、地上　階
免震構造部分　延べ床面積　　　㎡
【工種】
☐新築
☐改築
☐増築



実施要領５（13）に該当する配置予定者
	技術者氏名
	【上記業務に従事し、完了した実績を有する者の氏名】


	上記業務完了時の
技術者の立場
	□業務主任技術者　　□実務主任技術者　　□担当技術者

	本業務において
配置する立場
	□業務主任技術者
□実務主任技術者（□意匠　□構造　□電気　□機械）



・実施要領５（12）、（13）に該当する業務実績及び配置予定者を１件分記載してください。
・業務実績について、実施要領「（別紙１）技術提案を特定するための評価基準」の「事務的評価①（企業）」により評価を行うので留意すること。
・記載した業務実績が確認できる書類（契約書、設計図書等（仕様書等のうち構造、規模、実施要領５（13）に該当する配置予定者の立場が確認できる書類。また、当該箇所にマーカーを施したもの。）共同企業体協定書（ＪＶの場合のみ））の写しを添付すること。また、場合により、別途、業務を完了したことが確認できる書類（発注者が完了を認定した書面等）の写しの提出を求める場合があるため留意すること。
